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1	 公的介護保険制度については安岡 (2011) あるいは厚生労働省 (2010) にて詳しい説明が行われている。



















性を主張しており、Miyazawa, Moudoukoutas and Yagi (2000) は介護保険の存在によって健康
への投資が過少となるモラルハザードの問題が発生し効率性が損なわれるものの、公的に介護
保険を運営することによってその問題を改善することを示している。しかしながら、公的介








一瀬	(1998) が主張した。田近・林 (1997) も同様に、介護保険によって予備的貯蓄がなくなり、
それにより消費が増えて、効用が増えることを示している。
　将来の不確実性が貯蓄を増加させることを示した研究としては、Leland (1968)、Caballero 








































合の最適な介護保険のための税 ( 保険料 ) 負担の大きさを求める。4 節では閉鎖経済の場合の















　また、人口成長率を n とする。すなわち、t 期における若年世代の人口を Nt、t–1 期におけ
る若年世代の人口を Nt-1 とすると、Nt=nNt-1 である。n>1 の時は人口が増え続ける場合であり、




( )1 ( (1 ) )ln ln ln ln lnu c z p c p q nz q nzt t ti t tg tb1 2 1 1 1+ + + +a a b f= + + +－ － 	 (1)
　c1t は若年期の消費、c2t+1 は老年期の消費である。α、β は 0 と 1 の間の値をとるパラメータ
である。zti は健康状態を示す。et を介護財（医療財）の消費とする。6i=g を健康状態の良い場
合、i=b を要介護状態の場合とする。このとき、zti と et の関係は次の通りと仮定する。
z etg t=  (2a)


































－ － 	 (3a)
要介護状態の親を持つ場合の予算制約式
( )1c R
















－ － － 	 (3b)
親が既に死亡している場合の予算制約式
c R
















－ － 	 (3c)
		各個人は老年期の親に対して介護財 et を供給する。ただし、親が要介護状態の場合は、その
親に対する介護財を供給する個人に対して、介護保険を運営する政府より介護財の支出に対す
る補助が与えられる。補助率は θt (0<θt<1) である。この補助率が大きいほど、要介護状態の親
に対する介護の補助が大きく、個人の負担はより軽くなる。その介護保険を運営するための財
源として、若年世代から T1 を徴収し、老年世代から T2 を徴収する。労働は若年期にのみ行い、
1 単位の時間を非弾力的に供給する。wt は賃金率である。また、Rt+1 は貯蓄の利子率である。









1= ++ + 	が成立する。
　(1) と (3a) より健康状態の良い親を持つ場合の個人（タイプ g の個人）の最適配分は次の通
りである。






























－ －a k	 (4b)













－ －a k	 (4c)
　(1) と (3b) より要介護状態の親を持つ場合の個人（タイプ b の個人）の最適配分は、タイプ
g の個人と介護財に対する需要だけが異なり、et は次の通りである。
















－ －a k	 (5)
　(1) と (3c) より親が既に死亡している場合の個人（タイプ d の個人）の最適配分は、次の通
りである。
52 安　岡　匡　也






























－ －a k	 (6b)
2.2　企業
　企業は、資本 Kt と労働 Nt を用いて最終財 Yt を生産する。生産関数は次のようなコブダグ
ラス型の生産関数を仮定する。
0 1Y K N < <1t t t= hh h－ 	 (7)
完全競争市場においては、賃金率 wt と利子率 1+rt は次のように示される。
(1 )w kt t= h h－ 	 (8a)





t= であり、資本ストックは 1 期で完全に減耗するものとする。
2.3　政府
　政府は若年世代から T1、老年世代から T2 を徴収し、要介護状態の親を持つ個人に対して、
θtet の介護給付を与える介護保険制度を運営する。均衡財政で運営する場合、介護給付は次の
式を満たすように決まる。
(1 )T N pT N p q e Nt t t tb t1 2 1 1+ = i－－ － 	 (9)
　ここで、T2=τT1 とする (0≤τ)。τ は若年世代の負担に対して、老年世代がどの程度の負担の
大きさなのかの度合いを示すものである。τ が大きくなればなるほど、老年世代の負担の程度
が大きくなる。この時、(9) 式は次のようになる。










この時、要介護状態の親を持つ場合の介護財の需要 (5) は、(10) を用いて次のように表すこと
ができる。




















－ `d jn 	 (11)
3. 小国開放経済における最適な介護保険の規模
	本節では、数値計算を用いて小国開放経済における最適な介護保険の規模を求める。具体的
には、最適な T1 を求める。ui をタイプ i の効用水準とする時、社会厚生関数を次のように設
定する。
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( ) ( )W pqu p q u p u1 1t tg tb td= + +－ － 	 (12)
　t 期における t 期世代（t 期に若年世代）の個人の効用の合計である。以下では、(12) で示さ
れる社会厚生関数を最大化する T1 が最適な介護保険の規模と考える。
3.1　パラメータの設定
　数値計算を用いて、(12) で示される社会厚生関数を最大化する T1 を求めるが、その際に用
いるパラメータを次のように設定する。
α 0.91 1+r 1.348
β 0.299 w 0.368
ε 1 R 1.423
p 0.947 γ 0.75
q 0.84 n 0.7
η 0.3
表 1：パラメータ
　α は、若年期の消費 c1t と介護保険がない場合の親に対する介護支出 et の支出比率が 0.1、す
なわち若年期の消費支出に対する親への介護支出を 10% として α=0.91 とする。これは恣意的
な仮定なので、数値計算では α が大きくなった場合についても加えて考察している。β は割引
因子である。De la Croix and Doepke (2003) では、数値計算を行う際に同様に β を算出している。
四半期における割引因子は 0.99 であり、1 年で 0.96、世代重複モデルの 1 期間を 30 年とする
と、0.99120=0.299 となる。ε は自分の老年期の健康状態に対する効用のウエイトを示すパラメー
タであるが ε ＝ 1 とする。これも恣意的な仮定であるので α と同様に ε の値を変えた数値計
算も行う。生存率については、小葉・三宅・安岡 (2012) で計算が行われており、それを用い
る。彼らの論文では、厚生労働省の完全生命表を用いて、現在 20 歳の者が 35 年間生きるこ
とができる確率が 0.947 である。本稿では、この結果を用いて p=0.947 とする。2010 年の日
本の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上の人口が占める割合）は、23.1％である一方で要介
護者数は 469 万人（2009 年）である。7 従って、老年世代人口に占める要介護者数の割合より
q=0.84 とした。η は近年の日本の労働分配率が 0.7 であることから η=0.3 とする。利子率 1+r
は近年の日本の長期金利（10年物国債）は1％程度である。30年複利計算で考えると1.0130=1.348





7	 高齢化率については内閣府 (2011)『子ども・子育て白書』、要介護者の人数については、厚生労働省 (2010)
『介護保険制度の概要』を参照。
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与える影響を示す係数 γ を γ=0.75 と設定するが、γ の大きさは最適な介護保険の規模には影響
を与えない。8 従って、社会厚生関数の値を変化させることはあるが、最適な T1 には影響を
与えないので、γ の大きさは本質的には問題にはならない。2010 年の日本の合計特殊出生率は




標準なケース ε=0.75 のケース α=0.83 のケース
τ T1 W T1 W T1 W
0.2 0.017 –4.975 0.014 –4.188 0.014 –4.656
0.5 0.015 –4.964 0.012 –4.180 0.012 –4.647
1 0.012 –4.952 0.010 –4.172 0.010 –4.637
表 2：小国開放経済における最適な T1
　標準的なケースとは、表１で与えられるパラメータの下での数値計算を行った結果をしてい











p=1 のケース q=0.7 のケース n=1 のケース 1+r=1.811 のケース
τ T1 W T1 W T1 W T1 W
0.2 0.017 –5.180 0.032 –4.153 0.018 –4.606 0.016 –5.144
0.5 0.015 –5.168 0.028 –4.135 0.016 –4.601 0.014 –5.129
1 0.012 –5.156 0.022 –4.117 0.012 –4.596 0.012 –5.112










　注目すべきケースが 2 つある。1 つは、要介護状態に陥る確率が上昇した場合 q=0.7 のケー
スである。標準的なケースに比べて、老年世代人口に対する要介護者に陥る割合が 2 倍に上昇









































－ － － － － － －a k	 (13a)
タイプ b の貯蓄















－ － － － － － － －] ag k	 (13b)
タイプ d の貯蓄
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－ － － － － －a k	 (13c)
従って、資本市場の均衡式は次の通りである。
τ
k n pqs p q s p s









































て一定となる状態 kt=kt+1=k）における社会厚生関数 (12) が最大となる T1 を求めた。閉鎖経済
では (14) を考慮している点が小国開放経済と異なる点である。結果は次の表の通りである。
標準的なケース ε=0.75 のケース α=0.83 のケース
τ T1 W w R T1 W w R T1 W w R
0.2 0.015 –4.990 0.364 1.459 0.012 –4.199 0.365 1.452 0.011 –4.666 0.365 1.446
0.5 0.016 –4.960 0.369 1.414 0.013 –4.178 0.368 1.417 0.013 –4.642 0.369 1.411
1 0.019 –4.917 0.380 1.322 0.015 –4.149 0.377 1.345 0.016 –4.605 0.379 1.329
表 4：閉鎖経済における最適な T1
標準的なケースを見ると、老年世代の負担を増やすとともに、若年世代の負担 T1 も増やした
方が望ましいことが分かる。若年世代の負担 T1 を増やすと、(13) より、１人当たり資本ストッ
ク k は低下する。しかし、老年世代の負担率 τ が増えれば資本ストックは増加する。老年世代
に介護保険の負担をするために若年期にその分貯蓄を増やすためである。標準的なケースが示
す通り、老年世代の負担を増やすことによって、１人当たり資本ストック k が増加し、賃金率
w は増加し、利子率 R は減少している。






p=1 なケース q=0.7 のケース n=1 のケース
τ T1 W w R T1 W w R T1 W w R
0.2 0.015 –5.172 0.370 1.329 0.026 –4.177 0.361 1.486 0.013 –4.834 0.311 2.099
0.5 0.017 –5.140 0.375 1.285 0.030 –4.127 0.370 1.400 0.013 –4.815 0.314 2.053
1 0.019 –5.095 0.387 1.195 0.037 –4.054 0.394 1.210 0.013 –4.790 0.319 1.979
	表 5：閉鎖経済における最適な T1
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